様式第１号（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
福山市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　 所：
　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：

交付申請書兼実績報告書

福山市働き方改革実践応援奨励金の交付を受けたいので、福山市働き方改革実践応援奨励金交付要綱（以下「要綱」という。）及び福山市補助金交付規則（昭和４１年規則第１７号）を承諾の上、要綱第５条の規定により、次のとおり奨励金の交付について申請します。また、本業務に必要な範囲内で税等の納付状況に係る情報を確認することに同意します。
　なお、次の記載内容は事実と相違ありません。

	事業者情報
	主たる事業所の住所
	〒



	
	福山市内の代表事業所の住所
※上記住所と変わらない場合は記入不要
	〒



	
	常時雇用する労働者数
（市内事業所勤務のみ）
	
　　　　人（うち男性　　　人、女性　　　人）


	
	主たる業種
※当てはまるものを選択
	
☐鉱業、採石業、砂利採取業　☐建設業　☐製造業
☐電気・ガス・熱供給・水道業　☐情報通信業
☐運輸業、郵便業　☐卸売業、小売業　
☐金融業、保険業　☐不動産業、物品賃貸業　
☐学術研究、専門・技術サービス業
☐宿泊業、飲食サービス業　
☐生活関連サービス業、娯楽業　
☐教育、学習支援業　☐医療、福祉　
☐複合サービス業
☐サービス業（他に分類されないもの）


	
	交付申請額
※取組項目の実施数に応じて金額を記入
１つ実施　１００，０００円
２つ実施　２００，０００円
３つ以上実施　３００，０００円
	
　　　　　　　　　　　　　　　　円


	取組項目
	☐１：男性育児休業取得率
　５０％以上
	様式第３号及び所定の資料を御提出ください。

	
	☐２：年次有給休暇取得率
　７０％以上かつ
　対前年で２０％以上向上
	様式第４号及び所定の資料を御提出ください。

	
	☐３：時間外労働時間が月平均３０時間未満かつ
対前年で２０％以上縮減
	様式第５号及び所定の資料を御提出ください。

	
	☐４：子の看護等休暇取得率が対前年で２０％以上向上
	様式第６号及び所定の資料を御提出ください。

	担当者
	書類送付先住所
	〒


	
	部署・役職名
	

	
	名前（なまえ）
	

	
	電話
	

	
	メールアドレス
	



【添付書類】 
①誓約書兼同意書（様式第２号）
②直近３か月以内の商業・法人登記簿謄本の写し（法人の場合）
③個人事業の開業・廃業等届出書の写し（個人事業主の場合）
④福山市内の事業所において常時雇用する従業員の人数が確認できるもの（任意様式）
⑤取組内容に応じた様式及び必要な根拠資料
⑥その他市長が必要と認めるもの（必要な場合のみ）
産振-2026.05.07
